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投稿論文

韓国における売春をめぐる論争とその争点
―＜性売買処罰法＞をめぐる憲法裁判を手掛かりに―

林　貞和（イム・ジョンファ）

はじめに

　韓国では長年、売春を「堕落した行為」とみなし、売春女性は「淪落女
性」として道徳的に非難する認識が支配的であった。売春問題が「女性に
対する暴力」であり、社会構造的な問題として法的に位置づけられたの	
は、「性売買防止法」が制定・施行された2004年からである。「性売買防止
法」が従来の政策と異なり画期的であった点は、性売買女性たちの人権保
護を優先するために「性売買被害者」の概念を採用し、性売買女性に対す
る法的な支援を可能にしたことである。
　しかし、性売買女性たちの人権を最優先した「性売買防止法」の処罰規
定である「性売買斡旋等行為の処罰に関する法律（第21条１項１）」に対
し、その不当性を訴える裁判が起こった。裁判を起こしたのは他でもない
性労働２の当事者女性である。2012年７月、性労働者である女性Ｋ氏は性	
を売ったという罪で起訴された後、１審議中に弁護士を通して「違憲法律
審判提請（以下違憲提請と略す）」を申請した（１章で詳細）。現在、韓国
では、性を売る行為・買う行為、斡旋、場所提供などを幅広く法律（１章
で詳細）で禁じている。
　そこで本稿は、Ｋ氏が起こした「違憲提請」の裁判をめぐって行われた

１	「性売買斡旋等行為の処罰に関する法律（第21条１項）」は、「性売買をした者は１年
以下の懲役または300万ウォン以下の罰金・拘留または科料に処する」と罰則を規定
している（国家法令情報センター）。

２	「違憲提請」の裁判を起こしたK氏は自らを性労働者と認識しているため、本稿では
文脈により、売春に従事する女性を「売春・性売買・性労働（者）」という用語によっ
て表示する。
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３	女性家族部（省）所管。通称は「保護法」2014年３月に第８次改正（国家法令情報セ
ンター）。（部）は日本の（省）と同様な意味である（以下女性家族部と称する）。

４	法務部（省）所管（以下法務部と称する）。通称は「処罰法」2011年５月に第２次改正	
（国家法令情報センター）。

公開弁論会に焦点を合わせ、現在韓国における売春をめぐる議論の現状と
その特徴を示す。「違憲提請」裁判に着目した理由は、性売買女性の人権
保護を第一に考え成立させた「性売買防止法」に対し、性労働者の当事者
女性が異議を提起した初の事件であり、売春をめぐって多様な視点から公
の場で議論された稀な事件だからである。性労働者の当事者女性が性売買
を禁止する法政策に対し異議を提起したことは、「売春防止法」の改正の
動きを見せている日本において示唆する点は大いにあると思われる。
　本稿の構成は以下のとおりである。
　第１章で、韓国における売春関連法について概観し、性売買行為を規
制する「性売買斡旋等行為の処罰に関する法律（第21条１項）」が憲法裁
判所において審議されるに至った経緯について述べる。第２章では、「違
憲提請」の裁判をめぐる公開弁論会の議論を取り上げ論点別に検討する。	
第３章では、第２章から浮かび上がった論点から導き出される法政策につ
いて考察し「おわりに」にて韓国における性売買議論の現状と特徴を示	
す。

第１章　韓国における売春関連法と憲法裁判について

1−1　韓国における売春関連法
　韓国における現在の売春関連法は、「性売買防止及び被害者保護等に関
する法律３」（以下「保護法」）と「性売買斡旋等行為の処罰に関する法律４」	
（以下「処罰法」）の二本立てで2004年３月制定、同年９月に施行された。
通常、この二つの法律を合わせ「性売買防止法」と呼ぶ。以下では、関連
法それぞれについて概観する。
　まず、「保護法」は「性売買を防止し性売買の被害者及び性を売る行為
をした者の保護並び被害回復・自立・自活の支援（第１条）」を目的とし
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ている。同法は、国家及び地方自治体において「性売買、性売買斡旋等の
行為及び性売買目的の人身売買を防ぐための調査・研究・教育・広報、性
売買被害者及び性を売る行為をした者の保護と自立を支援するための支援
施設と相談所の設置・運営に関する法的・制度的措置を講ずる（第３条）」
ことを促し、必要な行政的・財政的支援を義務化している（国家法令情報
センター）。
　次に、「処罰法」は「性売買・性売買の斡旋等行為及び性売買目的の人
身売買の根絶と、性売買被害者の人権保護（第１条）」を目的とし、性売
買を「不特定の人を相手に金品やその他の財産上の利益を収受、又は収受
の約束を交わし、性行為・身体の一部を道具とした類似性的行為を行うこ
と（第２条１項）」と定義している。また、同法ではこれまではなかった
「性売買被害者（第１条）」の概念が設けられている。「性売買被害者」とは、	
「①偽計、威力、その他これに準ずる方法で性売買を強要された人　②業
務関係、雇用関係において保護又は監督者によって麻薬・向精神薬又は大
麻の中毒にされ性売買をした者　③青少年、物事の区別や意思の決定能力
に欠ける者又は大統領令で定める重大な障害を持つ者で性売買をするよう
に斡旋・誘引された人　④性売買の目的で人身売買された者（第２条４	
項）」と規定している。また、同法では「性売買被害者に関する処罰の特
例と保護規定（第６条）」により、性売買の被害者による性売買は処罰さ
れないと定められている。したがって、上記のいずれかに該当すると処罰
の対象にはならない。反対に、「性売買被害者」ではない、いわば「自発
的に」性売買をしたと見なされる者は、「処罰法」によって処罰の対象と
なる。また、同法は「①性売買　②性売買の斡旋行為　③性売買目的の人
身売買　④性を売る行為をさせる目的で人を雇用、募集、性売買行為と知
りながら職業を紹介、斡旋する行為　⑤条項の①②④号の行為及びその行
為が行われる場所（業所）の広告行為（第４条）」を禁じている（国家法
令情報センター）。
　現在の法律では、性売買行為で処罰の対象となるか否かについて判断の
基準となるのが、性売買を「自発的」に行ったか、あるいは「強制的」に
やらされたかという点にある。ここで、売春に従事する女性を二分する	
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「自発対強制５」という捉え方が生じる。この捉え方により、処罰の対象に
なるか、または「性売買の被害者」となるかが決められる。実際のところ
性売買をした女性が摘発され取り調べを受ける際、「性売買の被害者」に
なるか、処罰の対象となるかを決めるのは、検事、あるいは司法警察官
の判断である。しかしながら、「性売買の被害者」と「性売買を行った者」
を区分する基準が法律上明確に示されていないため、たとえば、比較的可
視化されている売春集結地域６での性売買女性は「性売買の被害者」と見
なされるが、その他の性売買行為、つまり産業型の「マッサージやルーム
サロンなど」での売春行為については、「性売買を行った者」と見なされ
処罰の対象となる（ユン他	2005）。したがって、性売買をしたと見なされ
た女性が法的処罰を免れるためには、自分の性売買の経験を話さなければ
ならない。つまり、処罰を免れるために自らが「性売買の被害者」のカテ
ゴリーに属し、性売買を強要されたという事実を証明しなければならない
ということになる。
　韓国における「性売買防止法」の成立の背景には、長年にわたり売春に
対する反対運動を展開してきた女性運動体７が存在している。その中でも、
とくに「性売買防止法」制定への機運をたかめたのが、2000年代初期に
起こった売春に従事する女性たちが巻き込まれて死亡した火災事件８であ
る。この事件から性売買女性たちが監禁状態で性売買を強要されたことが

５	性売買それ自体を「女性に対する暴力」と見なす性売買反対運動団体は、性売買を
自らが行ったか或は強要されたかを区分すること自体が矛盾であるとする（ユン他	
2005）。

６	売春集結地域とは、1961年に制定された「観光産業振興法」によって設置された国内
104か所の性売買特定地域を指す。その後1964年には145か所まで拡大したが、2004年
「性売買防止法」の施行以降、売春集結地域に対する集中的な取り締まりによって店
舗数は大幅に減少した。依然として残り営業を続けている町もある。

７	1960年代末から「キーセン観光反対」運動を担い、その後、売春反対運動に大きく関わっ
ていく「韓国教会女性連合会」、1980年代後半から台頭したシェルターを中心とした
運動体が集まり1998年に正式に発足した「性売買根絶のためのハンソリ会」、2004年
に国内女性団体が連合し発足した「性売買問題の解決のための全国連帯」が挙げられ
る。

８	2000年、2001年、2002年に韓国の地方都市である群山市の売春集結地域で発生した火
災により計12名の女性が死亡し、直ちに「群山女性のホットライン」と多くの女性団
体が対策委員会を設置し対応した。
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明らかになり、女性運動体は従来の法律の改正９ではなく新たな法制度を
要求するようになった。これによって新たに成立した「性売買防止法」で
は、「性売買被害者」という概念を取り入れ、これまではなされてこなかっ
た性売買の被害を受けた女性に対する法的な保護・支援を可能にした。
　上述したように、「性売買被害者」の概念を用いることによって、性売
買女性たちを処罰の対象外とするという特例の措置は整えられたものの、
実際には、処罰を受けないためには自分の被害経験を立証しなければなら
ないのが現状である。しかしながら性売買をしたとして摘発された女性が
自ら「性売買の被害者」であることを立証することは非常に難しい。たと
えば、性売買行為という罪で取り調べられるとき、「性売買行為を拒否し
たことがあるか、暴行や脅迫をされたことがあるか」と質問されるという。
しかし、「性売買防止法」の制定以降、売春に従事する女性たちが働く店
舗主らの手口も巧妙になり、「身体的な暴力・脅迫」は避けられているため、
何を「強制」として見るかは困難である。取り調べでは一刑事の判断に委
ねられているため、非常に恣意的な解釈に基づいて「性売買被害者」の立
証手続きが行われているとパクは指摘している（パク・ヘジョン	2016）。

1−2　「性売買処罰法（第21条１項）」をめぐる憲法裁判について
　2012年７月に、韓国のソウル市で性労働者の女性Ｋ氏が、男性から13
ウォンを受け取り、性を売った罪で起訴された。しかし、Ｋ氏は「自分は
生計のために自発的にやっている」と主張し、また、取り締まられる際
に警察によって人権侵害を受けたという理由で、１審議中に弁護士を通し
て、性売買行為を処罰する法「処罰法（第21条１項）」の不当さを訴える
「違憲法律審判提請（以下；違憲提請と略す）」を申請した。これによって
ソウル市北部地方法院は、「処罰法（第21条１項）」における、「立法の経
緯・法律の問題点・法的手段の正当性や被害最小化に関する疑問」等をめ

９	「性売買防止法」の制定以前に存在した「淪落行為等防止法（1961年制定、2004年廃	
止）」は、売春に従事する女性の性道徳が問題視された。したがって売春行為におい
ても社会構造的なアプローチではなく個人の逸脱した行為とみなされた。
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９	「性売買防止法」の制定以前に存在した「淪落行為等防止法（1961年制定、2004年廃	
止）」は、売春に従事する女性の性道徳が問題視された。したがって売春行為におい
ても社会構造的なアプローチではなく個人の逸脱した行為とみなされた。
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ぐる審議を経て、2012年12月13日に違憲法律審判の提請を決定した。その
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上げる。

10	憲法裁判で「合憲」の判決を下すためには裁判官の９名が審議しそのうち６名以上の
賛成が求められる。今回の裁判では裁判官の６名が「合憲」、２名が一部違憲、１名
が全部違憲という判断を下した（憲法裁判所）。



韓国における売春をめぐる論争とその争点72

2−1　「性売買処罰法（第21条１項）」は「違憲」と見なす側11

2−1−1　「性売買処罰法（第21条１項）」は基本権の侵害
　「性売買処罰法（第21条１項）」の規定によって国民として受けるべき基
本権が侵害されたという論をとりあげる。「違憲提請」を申請したＫ氏の
弁護士は、成人間における合意された性売買行為を処罰することは「性的
自己決定権・職業選択の自由とプライバシーの内密と自由」を制約する基
本権の侵害であると主張する。すなわち、強要されない自由意志で行った
性売買行為は個人の「性的自己決定権」の領域の問題であり、「生計」を
維持するため選択した労働であると主張する。したがって、「自発的」に
選択した性売買行為をした者に対する法的な規制は不当であり、現憲法で
保障されている国民の基本権を侵害していると主張する。
　同様に、「性売買処罰法（第21条１項）」の違憲性についてＫ氏の「違憲
提請」の要請を受け入れ、憲法裁判所に「違憲提請」の申請を決定したソ
ウル市北部地方法院は、「搾取や強要のない性売買を処罰することは性的
自己決定権を尊重する変化した社会の価値観を反映しないもの」と言及し
ている。ソウル市北部地方法院は、成人間における合意された性売買行為
は個人の「性的自己決定権」の行使であると容認している。

2−1−2　「性売買処罰法（第21条1項）」は生存権の侵害
　上述した基本権の中でも特に生存権に焦点を当て、「生計のため」に「自
発的」に性売買行為をしたと限定された場合、「性売買処罰法（第21条１	
項）」は、国民の基本的な権利である生存権を侵害するということの論拠
となる。たとえば、「違憲」側の参考人であるキム・カンザ氏は「性売買
処罰法の施行以降、性売買集結地域を中心とした取り締まりによって性販
売女性の生計は脅かされ、待遇ばかり悪化した」と述べている。同様に、
ソウル市北部地方法院の見解においても「恣意的な捜査と取り締まりに
よって性販売者の環境は悪化」していると指摘されている。したがって、

11	本章で用いる引用文は、「韓国憲法裁判所；Constitutional	Court	of	Korea」で公開し
ている公開弁論会に関する報道資料を筆者が翻訳したものである。
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このように「生存権」の侵害を主張する側は、「性売買処罰法」に基づい
て行われる警察の取り締まりが「生計のために」性を売る女性たちをより
危険な状況に追い込み、その結果、生存のために性を売る方法以外選択の
余地がない女性たちの人権が侵害されているという見解をもっている。

2−1−3　「性売買処罰法」の実効性への疑問
　「性売買処罰法」によって性売買を処罰することは、法制定の当初の目
的12である「性売買の根絶」に寄与するどころか、むしろ「陰性的（隠さ
れた非合法）」な性売買を増加させるという主張である。これは、性売買
をめぐる法政策そのものの実効性を問うているのである。たとえば、「違
憲提請」の申請者であるＫ氏の弁護士は、下記のような理由で「自発的な」
性売買行為をした者を処罰することは「違憲」であると主張する。

「性売買処罰法以降、性売買の集結地域と性売買の従事者は減少して
いるが、性売買の陰性（Underground）化、ネットを通じた性売買
の大幅な増加のため、性売買の処罰が性売買の根絶に効果的かどうか
疑問が残る」（Ｋ氏の弁護士）

　同様に、Ｋ氏側の参考人であるハンナム大学のキム・カンザ氏の見解を
見てみよう。キム氏は、ソウル市チョンアム区警察庁の元署長で、韓国で
もっとも有名なミアリ・テキサス村という売春集結地域を解体させた人物
としても知られている。

「性売買処罰法以降、性売買集結地域を中心とした取り締まりによっ
て生計が脅かされ待遇を悪化させた。実質的に自立できる制度が完備
されていないので、性売買から脱することもまたは根絶にも寄与しな
い」（キム・カンザ）

12	「性売買・性売買斡旋等行為及び性売買目的の人身売買の根絶と性売買被害者の人権
保護をその目的とする（第１条；目的）」国家法令情報センター。
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　すなわち、性売買行為を処罰することによって期待されていた「性売買
の根絶」とはほど遠く、むしろ性売買女性の労働環境は悪くなり、脱性売
買を掲げた現在の法政策は不備であると指摘をしている。このような論に
はソウル北部地方法院も賛同している。
　上述した論拠に対し、「性売買処罰法（第21条１項）」は「合憲」と見な
した側の参考人である弁護士のチェ氏は、「陰性（隠された非合法）的」
な性売買や「新種型性売買の出現」は、「ネットやスマートフォンなどの
発達による社会文化的環境の変化」と「性売買行為の内密性が結集」され
た現象であり、「性売買処罰法」の施行によるものではないと反駁している。
また、「性売買処罰法」の施行以降、「性売買集結地域の減少」などを理由
に、「性売買処罰法の実効性がないとは言えない」とも述べている。しかし、
「性売買集結地域の減少」は、「性売買防止法」の施行以降、性売買集結地
域を集中的に取り締まった13結果に過ぎず、チェ氏の反駁には疑問が残る。

2−1−4　「管理・規制」を伴う「合法性」の主張
　性売買を単に禁止するという法政策より、性売買が行われる現状の改善
を通して規制が可能であるのだから、「性売買処罰法（第21条１項）」は「違
憲」であるとする主張がある。たとえば、Ｋ氏の弁護士は「他の国の立法
例から性売買を処罰しない管理及び規制が可能」であるので「生計のため」
に性売買行為をする者に対する処罰は「違憲」であると述べている。同様
な見解を示しているキム・カンザ氏の見解を見てみよう。

「実際、性売買集結地域に対する取り締まりの過程において、性売買
それ自体ではなく、前払金の禁止、性売買の対価における分配比率の
改善、定期的な休務制、暴行・脅迫・監禁などの性を売る者に対する
人権侵害について集中的に取り締まった結果、性販売者たちの貯金率

13	「性売買防止法」の施行に伴い比較的に可視化されている国内の性売買集結地域が取
り締まりの標的となった。性売買集結地域を対象にした取り締まりは結局、韓国で性
労働者運動が起こるきっかけとなる。
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の増加、自活教育を通して性売買から脱する肯定的な効果が表れた」
（キム・カンザ）

　つまり、性売買行為を「合法的」な労働と容認し「管理・規制」を通し
て性売買に従事する女性たちの労働環境を改善する法政策も可能であると
言及している。

2−1−5　性売買における社会的ニーズの主張
　これは、必要によって性を売る者と買う者がいるためこれを禁止する法
政策は不当であると見なす見解である。たとえば、キム・カンザ氏は「実
際に、生計のために性を売る者と必要によって性を買おうとする性的疎外
者が存在するので、特定地域において性売買を許容する必要がある」と述
べている。つまり、これは、「生計のため」に性を売る方法以外の選択の
余地がない女性たちと、金銭によって性的な欲求を満たすしか方法のない
人間がいるので、性売買は必要であるという主張である。このような見解
は、「性売買処罰法（第21条１項）」を「違憲」と見なす裁判官の判決要
旨文にも表れている。たとえば、性売買を禁止すると「知的障碍者・独居
老人・独居男・性的な疎外者の場合、審判対象の条項によって人間として	
もっとも基本的な性的欲求を満たせない状況に追い込まれる」と述べてい
る。

2−2　「性売買処罰法（第21条１項）」は「合憲」であると見なす側
　公開弁論会の議論において、「自発的な」性売買行為をした者に対して、
法的に処罰することは現行の法律違反ではないと見なす側の根拠は、論点
別に整理すると「性売買は社会秩序の維持と安全に有害である」とする論
と、「性売買は女性に対する暴力である」とする論である。前者はおもに
性売買の問題を社会の安全や社会秩序の維持という観点から言及されてい
るものであり、後者は、性売買を女性の人権問題と結びつけて言及する
ものである。したがって、前者を論点別に「2−2−1」で、後者を「2−2−2」
で検討する。
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2−2−1　性売買は社会秩序の維持と安全に有害
（1）性売買は社会の「健全な性風俗と性道徳」に有害
　この説の論拠として、まず、性売買行為そのものが持つ本質的な属性と
して「人間の性」を商品化し消費することは、個人の「人格的自律性」を
侵害するので禁止すべきであるとする。この論を展開するのは、たとえば、
公開弁論会における法務部長官の意見要旨を見ると「性売買は単に個人の
自由に関する問題ではなく人間の性が取引の対象となり得るという間違っ
た価値観を形成し、社会の健全な性風俗に有害」であるとしている。つまり、
これは、本来「人間の性」は商品として売買されるものではなく、性売買
を容認することは「人間の性」が「取引の対象となり得る」という誤った
認識を社会に流布すると判断し「健全な社会の性風俗」を維持するために
は性売買は禁止すべきであると見なす。したがって、個人の自由意志に基
づいた性的な活動を保護する基本権として機能する「性的自己決定権」の
行使においても、たとえ、合意された成人間における性的な行為であって
も、金銭を媒介とする性売買行為は「人間の性」を客体化し「性の商品化」
を促す措置として機能するため、単に、個人の「性的自己決定権」の領域
の問題ではないと主張する。
　同様に公開弁論会の「合憲」の側の参考人として意見を述べた弁護士の
チェ・ヒョンヒ氏も「性売買は性を買う者が性を売る者の体と人格に対す
る支配権を行使し、人間を対象化する人格的自律性の侵害である」と言及
している。また、女性家族部長官の意見の要旨や「合憲」側の参考人であ
る、カンルンウォンズ大学の教授であるオ・キョンシク氏も同様な見解を
示し、性売買行為を処罰する現行の法制度は「合憲」であると見なしてい
る。このような視点は2016年３月の判決主文14にも影響を与えている。

14	「（前略）たとえ個人の性行為自体は私生活の内密領域に属し個人の性的自己決定権の
保護対象に属するとしても、それが外部に表出され、社会の安全な性風俗を害すると
きはすべからく法律の規制を受けるべきであり、外見上強要されなかった自発的な性
売買行為も人間の性を商品化することにより性を売る者の人格的自律性を侵害する
（後略）」（判決要旨文）
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（2）性売買の容認は性産業の拡大をもたらす
　これは、性売買行為を容認することによって性産業が膨脹し、その結果、
産業構造に変化をもたらすという主張である。たとえば、「合憲」の側の
弁護士であるチェ・ヒョンヒ氏は、「性売買は資金と労働力の歪曲によっ
て奇形的な産業構造を形成すること、青少年の性売買への流入などによる
未来世代の健全な成長に有害であること」などの理由で、性売買は禁止す
べきであると主張している。つまり、性売買を容認すると性を買おうとす
る者が増えるとともに、その需要に対して性を売ろうとする供給の増加を
伴うと見なしているということである。したがって、性売買が「合法的」
な利益を生み出す産業として、性産業のマーケットはますます拡大すると
指摘する。このようなマーケットの拡大により、「青少年の性売買への流
入」が危惧されるため、「未来世代の健全な成長」が妨げられる。それは、
ひいては労働市場における「正常な労働力」の供給に支障をもたらす可能
性があるという主張である。チェ・ヒョンヒ氏と同様に法務部長官も、た
とえ「社会的経済的な弱者」であっても「性産業の活性化を防止」するた
めには性を売る者を処罰することは正当であると述べている。このような
主張は、判決主文にも反映され、「性売買産業が栄えるほど資金と労働力
の正常な流れが歪曲され、産業構造を奇形化するという点から社会におい
て有害である」と示された。

（3）性売買による性犯罪の増加への懸念
　性売買を容認することは性犯罪を促し、社会の安全が脅かされるという
理由から「性売買処罰法（第21条１項）」は「合憲」であると見なす。これは、
性売買を容認すると「人身売買の増加、性売買女性に対する店舗主らによ
る統制と犯罪組織や関連公務員との癒着」などの社会的な問題が発生し得
るという主張である。このような主張は「違憲提請」の審判の判決にも影
響を与えている。判決主文の要旨では、たとえば「性売買は性を商品化し
性犯罪が発生しやすい環境を作り出し、国民生活の経済的・社会的安全を
害するなど社会全般の健全な性風俗と性道徳を壊す」と言及されている。
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2−2−2　性売買は女性に対する暴力
　上述した（1）から（3）の論点は、性売買の問題として「健全な社会の性
風俗」と「性道徳」とを結びつけ、社会秩序の維持や保護という視点から
言及されていることであった。これに対し、「性売買保護法」の担当機関
であり「性売買被害者」に対する支援・性売買防止事業などを担当する女
性家族部長官は、異なる視点、つまり「女性の人権」という観点から言及
している。たとえば「性売買は女性の脆弱な地位を利用して行われるもの
であり、男女の対等な関係で行われる性的自己決定権の問題として捉えが
たい」としている。つまり、この論は、性売買をジェンダー不平等に起因
する社会構造的な問題として位置づけているのである。したがって、社会
的に弱い立場に位置する性売買女性は、男性中心の性規範をもつ社会に「利
用」された、性売買の「被害者」であり、そもそも処罰の対象ではないと
見なしている。この見解は、上述した法務部の見解とは明らかに異なる15。
　しかしながら、この論は、性売買の問題をジェンダーの視点から捉えな
がらも矛盾する見解も見せている。たとえば、「審判条項は財貨を媒介と
した性売買のみを処罰し、愛情に基づいた性的行為は処罰しないので、性
的自己決定権の本質的な内容を侵害しない」。また「妾を囲うことは一夫
一妻制と善良な美風良俗に反する不法行為ではあるが、不特定多数の人を
相手とする性売買行為とは異なる」と述べている。まず、この主張は、「性
的自己決定権」をめぐる見解において「愛情に基づいた」私的な空間（家）
で、生殖につながる性的な行為は「性的自己決定権」の保護領域に含まれ
るが、「愛情」に欠けて「財貨を媒介とする」「不特定多数の人」を相手に
快楽を伴う行為と見なされる性的な行為は「逸脱」した行為で処罰の対象
と見なすものである。さらに、「合意」された「妾」であれば個人の「性

15	法務部は「自発的な性売買者のみ刑事処罰の対象で、非自発的な性売買の被害者は処
罰しないので、社会経済的な弱者という理由で性を売る者を処罰しないという主張は
他の犯罪との関係において法衡平ではない」としている。法務部の立場としての法律
の一貫性として現行法を認めるものの、女性家族部長官はなお不満を表していると言
える。すなわち、法制定当時、性売買に反対する韓国の女性運動側によって組み込ま
れた「性売買被害者」の概念では、性を売る者は処罰の対象ではなく保護対象であり、
現行法はそれを含意しているということを表出したのではないだろうか。
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的自己決定権」の範疇に含まれるという見解もある。これは、家父長的な	
「一夫一妻制」を正常と見なし、それを「善良な美風良俗」を維持しよう
する社会において正当であると見なしている。このような見解は、明らか
に家族主義に立脚した家父長的な男性中心の性のダブル・スタンダードを
前提とし、女性のセクシュアリティを「聖母対娼婦」に階級化する家父長
制を擁護している。

2−3　「違憲提請」の裁判において「一部違憲」と見なした側
　次に、「性売買処罰法（第21条１項）」をめぐる憲法裁判所の判決におい
て「一部違憲」と判決を下した裁判官のキム・イス氏とカン・イルウォ
ン氏の判決主文について言及する。それは、公開弁論会において、「合憲」
と見なした側においても「違憲」と見なした側においても、性売買の問題
をジェンダーの視点から言及する見解は、やや問題を含むとしても女性家
族部を除くとほとんど見当たらず、それは、むしろ、憲法裁判所の裁判官
の判決要旨文に表れているからである。たとえば「（前略）性売買は本質
的に男性の性的支配と女性の性的従属を正当化する手段であり、性を売る
者に対する人格と尊厳を侵害する行為である。性を売る女性は基本的に刑
事処罰の対象というより保護と指導を受けるべきである」と明記されてい
る。すなわち、性売買を性売買女性の個人の問題ではなく、家父長制的社
会構造の問題として位置づけているのである。これは性売買の反対運動を
展開している韓国の女性団体の見解と通じるものがあり、韓国の女性運動
の社会的な影響力が垣間見られる見解である。

　以上、性労働者の女性Ｋ氏が起こした「違憲提請」の審議をめぐって行
われた公開弁論会の議論について「違憲」と見なした側と「合憲」と見
なした側のそれぞれの論拠について検討を行った。この検討から浮かび上
がってきた点を整理すると次のことが言える。公開弁論会の資料を読む限
り、性売買をめぐる議論の中で「違憲」と見なした側においても「合憲」
と見なした側においても、性売買をめぐるフェミニズム視点は稀薄である。
「性売買防止法」の制定の背景には、韓国の女性運動の中で性売買の問題
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を女性に対する暴力の問題として位置づけ、性売買女性の人権保護を目的
に成立した経緯がある。このような視点は「合憲」と見なした女性家族部
において、不充分とは言え多少言及されているものの、他の見解ではほと
んど見当たらない。むしろ、「一部違憲」の判決を下した裁判官が触れて
いる点は韓国の女性運動の効果であると言える。むろん、そこには「性売
買処罰法（第21条1項）」をめぐる議論であったという制約はある。しかし、
公開弁論会での性売買をめぐる議論において、もっとも重要な点は、女性
の人権をめぐる議論が不在のまま、関連政策を中心に性売買について法的
に処罰すべきなのか、あるいは許容すべきなのかという二項対立的な議論
にとどまったことであると言える。次章では、上述した論点について、売
春をめぐる国際的な動向と照らし合わせながら論じていく。

第３章　韓国の性売買をめぐるフレームと法政策についての考察

　本章では、第２章で検討した論点について国際的な動向を参照しながら
考察を行う。公開弁論会では性売買をめぐって多様な視点から議論されて
きたにも関わらず、「性売買防止法」の制定の目的であった性売買女性の
人権保護をめぐる議論は稀薄であった。つまり、性売買をめぐる全ての論
点が出てきたとは言えない。ここでは、性売買をめぐる認識論的なフレー
ムを図に示したイ・ナヨンの研究（イ・ナヨン	2014）、および「性売買政
策の海外の動向」について「性売買問題の解決のための全国連帯」の政策
チーム長であるチョン・ミレの先行研究（チョン・ミレ	2012）、これらに
基づいて筆者が再構成した下記の表を参照しながら論じていく。

売春をめぐる認識フレーム 法的政策 採択地域

性道徳主義
・性売買は堕落した行為
・社会秩序に有害

禁止主義（prohibition）
性を買う者；違法
性を売る者；違法
斡旋者；違法

韓国・中国・ロシア・
アメリカ（ネバダ州
のみ合法）
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売春をめぐる認識フレーム 法的政策 採択地域

性道徳主義
・性売買は堕落した行為
・社会秩序に有害

禁止主義（prohibition）
性を買う者；違法
性を売る者；違法
斡旋者；違法

韓国・中国・ロシア・
アメリカ（ネバダ州
のみ合法）
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ジェンダー視点
・性売買は女性に対する
人権侵害
・ジェンダー不平等に起
因

部分的禁止主義
性を買う者；違法
性を売る者（主に女性）
非犯罪化
斡旋者；違法

スウェーデン・ノル
ウェーなど
スウェーデンの場合
「性的サービス購買者
処罰法」存在

自由主義（反差別フレー
ム）
（anti-discrimination）
・性売買は性労働で職業
・性労働者に対する処罰
は性を売る者に対する
差別を引き起こす要因

合法化
性を買う者；合法
性を売る者；合法
斡旋者（店舗主）；合法
（部分的な規制と統制）

ドイツ・オランダ・
オーストラリアの一
部の州、台湾は特定
地域において合法

自由主義（liberal	frame）
・性売買は個人の自由意
志による選択

非犯罪主義（国家が売
春を規制または管理す
る介入を一切しないが
売春を合法的な職業と
しても容認しない）
（de-criminalization）
性を買う者；合法
性を売る者；合法
斡旋者；違法

イタリア・イギリス・
デンマーク・スペイ
ンなど

3−1　性売買は社会に有害という主張と法政策について
　「性売買処罰法（第21条１項）」の違憲性をめぐる公開弁論会において「合
憲」と見なした側の多くは、性売買の問題を社会の安全と社会秩序の維持
という観点から言及している。また、女性家族部も性売買の問題をジェン
ダーの視点から言及しながらも伝統的な家族主義に立脚するという矛盾を
犯している。つまり、性売買行為を「性道徳、家族、社会の安全」と結び
つけて論じているのである。これらの論拠を上記の表の性売買をめぐる認
識フレームに照らしてみれば、性売買の問題が「性道徳主義」的な観点か
ら捉えられていることが分かる。このようなフレームは、国民の健康と社
会の安全が最優先であり、そのため「健全な性風俗と性道徳」を守り維持
することが目標となる。したがって、性売買行為について法的に禁止する
政策がとられることになる。
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　韓国における、この立場の典型的な法政策としては、1961年に制定され、
2004年「性売買防止法」の制定によって廃止された「淪落行為等防止法」
が挙げられる。「淪落行為等防止法」の目的は、「善良な風俗を乱す淪落行
為を防止し、淪落行為をした者又は淪落行為をする恐れがある者に対し
正すことを目的とする（第１条）」と示されている。この法の下では性売
買に従事する女性たちは、性モラルに欠けた「堕落した」女性であり、救
済と更生の対象という眼差しを前提にした個人の問題に帰結することにな
る。しかし、性売買の問題が性売買女性の個人の性道徳の問題に還元され
てしまうと、性売買女性たちに対する人権侵害の問題は見えなくなり、明
らかに社会から排除される。「性売買処罰法（第21条１項）」の違憲性をめ
ぐる公開弁論会の議論において「合憲」と見なした側の多くは、性売買の
問題を性モラルと結びつけた見解を示している。このような認識は「淪落
行為等防止法」が存在していた時代と変らないものであり、少なくとも、
性売買女性たちに対する社会的なスティグマや人権蹂躙を批判してきた韓
国の女性運動の努力と成果を無にしているといえる。

3−2　性売買は女性に対する人権侵害であるという主張と政策
　性売買は、女性に対する人権侵害と見なす主張は、性売買を家父長的な
男性中心の性規範を基盤とした女性に対する性的な抑圧と搾取であるとす
る主張に基づいている。すなわち、性売買を性売買女性の個人の問題では
なく、ジェンダー不平等から起因する社会構造的な問題として捉えている。
また、女性の性（セクシュアリティ）を対象化する性売買は女性に対する
男性による性的な暴力であり、あらゆる女性に対する人権の侵害であると
見なされる。したがって、この主張は、性売買をめぐる政策においても性
売買は禁止するが、性売買女性を「性売買の被害者」と見なす「部分的禁
止主義」の政策を擁護する。
　韓国で、性売買の問題に対して、女性に対する人権侵害と「被害」とい
う視点が登場したのは、1980年代半ば以降のフェミニズムの視点が導入さ
れてからである。この立場は、現在においても有力であり、性売買反対運
動を展開している多くの女性団体によって支持され、性売買女性の「非犯
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罪化」政策を促している16。
　今回の性労働者の女性であるＫ氏が起こした「性売買処罰法（第21条１
項）」の違憲性をめぐる公開弁論会の議論の中で、性売買の問題をジェン
ダー視点から言及しているのは「合憲」と見なす女性家族部（不充分では
あるが）だけである。とはいえ、注目すべき点は「違憲提請」の判決にお
いて「一部違憲」の判決を下した裁判官のキム氏とカン氏の２名の見解が
ある。キム氏とカン氏は、性売買の問題を「男性による女性に対する性的
支配と性的従属を正当化する手段」と言及し、性売買の問題を女性に対す
る人権の侵害として位置づけたのである。この二人が示した見解は、性売
買に反対する韓国の女性運動の影響を大いに受けた結果であると言える。
　他方、国際的な動向としては、性売買女性に対し処罰しない政策に転換
した代表的な国としてスウェーデンが挙げられる。スウェーデンの場合、
1998年に「性的サービスの購買者処罰法」を制定し、性売買女性は「被害
者」として処罰されないが、性を買う者は処罰の対象となる。つまり、性
売買の需要を抑制する法案であり、近年、性売買をめぐる法政策としてス
ウェーデンモデルに転換する国は増しており、国際的な影響力を広めてい
る17。

3−3　性売買をめぐる「合法化」の主張
　性売買をめぐる「合法化」の政策とは、成人間における合意された性売
買に限って自由な労働行為として容認する代わりに、特定地域を設定し性
を売る者に対する、徴税・登録証の所持、医療機関への検診を義務付ける
などの規制を通して売春を管理する政策である。「違憲提請」を申請した

16	現在、韓国では、性を買う行為に対する処罰と斡旋行為等の犯罪の範囲を拡大する内
容を骨子とした「性売買処罰法」の全面的な改正案が国会に提出されている。しかし、
国会立法調査庁のチョウ・ズウンは「性売買女性の非犯罪化を主要骨子とした法案は、
一部の男性を含む保守的な集団から猛反対を起こしかねない葛藤法案」であると指摘
し、理論的な武装が要求されると言及している（チョウ・ズウン	2016）。

17	たとえば、2014年２月に「ヨーロッパ連合会議」で、性を買う者を処罰する案を骨子
とした新たな案が通過した。他に売春を合法化しているオランダも性を買う者のみを
処罰する法律が検討中で、アイルランドやドイツでも同様な法律が発議されている	
（韓国女性人権振興院編『女性と人権』2014）。
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Ｋ氏の弁護士は、「他の国の立法例から性売買を処罰しない管理及び規制
が可能」であると言及しており、性売買の「合法化」政策の立場に立って
いるものとみられる18。同様に性売買をめぐって「合法化」を進めるＫ氏
側の参考人であるキム・カンザ氏は、「生計のために性を売る者と必要に
よって性を買おうとする性的疎外者」が存在するという観点から「特定地
域において性売買を許容」すべきであるとする。また、キム氏は性売買を「合
法化」することによって性売買女性の労働環境が改善され結果的に性売買
から脱することが出来るという。つまり、性売買行為を法的に労働として
容認することによって性労働に従事する女性たちに対する差別や搾取の構
造が改善されるという主張である。
　しかしながら、イ・ナヨンは性売買を「合法化」した場合、以下のよう
な問題が生じ得ると指摘する。「①合法化の特徴（特定地域の設定・強制
的性病の検診・徴税）上、植民地時代の公娼制に回帰する懸念、②性売買
の現状から抜け出すことの困難、③需要の増加による性売買の増加、④性
を買う者、売る者、斡旋者らがはたして法を守るかどうかという懸念、⑤
そもそも性売買は保護されるべき女性の労働権と見なされるかどうか」と
いう問題である。また、2002年に性売買を「合法化」した代表的な国であ
るドイツの場合、「合法的な性産業と不法的な性売買の拡散、性搾取の増	
加、性購買観光の需要による人身売買の増加、ジェンダー不平等」などに
よって「合法化」当初の性売買女性の労働環境の改善や暴力の防止には至
らず、むしろ性売買に従事する者の増加をもたらしたという批判もある（カ
ン・ウォルク	2015）。
　現在、韓国で性売買の「合法化」を主張している運動団体としては、性
労働者運動を展開している「全国性労働者連帯ハント」と、その下部組織

18	あくまでも公開弁論会におけるK氏の弁護士の発言であり、性労働者であるＫ氏が	
「合法化」の立場から発言していたかどうかは確認出来ない。しかし、可能性として
はK氏の意向を配慮した発言であると思われる。なぜなら、韓国の性売買反対運動団
体の間では「違憲提請」を申請した性労働者のK氏を後押しする団体として韓国の性
労働者運動団体の「全国性労働者連帯ハント」の存在が話されていたからである。こ
の「全国性労働者連帯ハント」は主に性売買の「合法化」を主張しているという点か
ら一理はある。しかし、筆者も確認できていないので断言は出来ない。
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である「ハント女従事者連盟19」が挙げられる。

3−4　性売買をめぐる「非犯罪化」議論の不在について
　性売買をめぐる「非犯罪化」とは、成人間における合意された性売買行
為を前提に国家が一切の介入をしない立場である。つまり、成人間の自由
意志に基づいた性売買行為は個人の性的な活動であり経済活動として容認
する。だからと言って「合法的」に認めるものでもなく、法的に処罰する
禁止行為としても見なされない。
　2015年８月、国際的な人権団体である国際アムネスティは、成人間にお
ける合意された「性労働20」についてあらゆる場において「非犯罪化」す
べきであると表明した。さらに、2016年５月「性労働者の人権の尊重、保
護及びその実現のための政府の義務政策21」を発表し、性売買を犯罪化す
ることこそ性労働者の人権保護の妨げになると指摘している。同団体の	
「非犯罪化」の見解は、性売買の問題についてつねに対立している「女性
に対する暴力か」あるいは「性労働か」という二分化する論点とは異なる。
つまり、性売買を犯罪や被害から論じるものではなく、実態として現存す
る性労働者の現状に着目しているのである。同団体は上述した「義務政	
策」の中で「性労働者が自身の生活と安全に直接的な影響を与える法律と
政策の開発に主要参加者」として加わることを保障すべきであると示して
いる。すなわち、性労働者たちが安全な環境で性労働に従事できるシステ
ム作りのために性労働者当事者の参加を通した性売買政策の立案を促して

19	 2016年３月31日「違憲提請」の審判に関する最高裁の判決が「合憲」と決定した後、
記者会見を行った。そこで「ハント女従事者連盟」の代表であるチャン氏は「性労
働者組合を作り性売買防止法が廃止されるまで戦う」というコメントを出している
（ニュース１コリア；2016年３月31日付）。その後。同年５月19日に、年内に性労働者
で構成された労働組合を構成することを発表した（女性消費者新聞；2016年５月19日
付）。

20	アムネスティによる「性労働」の概念は、「合意した成人間における性的なサービス
の交換を指す」「脅迫・暴力・騙し・詐欺・権力の乱用または児童流入などの行為に
ついては人権侵害で犯罪と見なす」（アムネスティ韓国支部）。

21	「性労働者の人権の尊重、保護及びその実現のための政府の義務政策」は、2015年８
月の国際アムネスティの国際代議員総会での決議に伴い公式的に採択されたものであ
るが法的に効力を有するものではない。
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いる。
　今回の「性売買処罰法（第21条１項）」の違憲性をめぐる公開弁論会に
おいて、憲法裁判所が公開している弁論会の資料を読む限り、性売買の	
「非犯罪化」に言及する見解はまったく出てこない。性売買行為を処罰す
る規定をめぐる弁論会であったという制約はあるが性売買をめぐって多様
な議論が行われたにも関わらず、少なくとも性売買を国家が統制すべきか
どうかということに対する疑問の声は表れていない。性売買はつねに犯罪
か性売買女性の「被害者化」の図式で言及されている。むろん、性売買は
様々な形態を帯びており、中には強制的に暴力を伴う性売買行為も存在す
る。これについては法的に規制するべきである。しかしながら、実態とし
て社会文化的な財産を持たない女性が自身のセクシュアリティを資源化す
ることに対し、一概に社会構造的な「被害者化」あるいは、法的な処罰の
対象にすべきかどうかという点に疑問が残る。問題は、性労働に従事した
ということで法的に罰するのではなく、性をめぐるジェンダー化された社
会構造的な矛盾を問うことが必要ではないだろうか。
　「性売買防止法」が制定・施行されて10年あまりの年月が過ぎた。しか
し性売買をめぐる警察の取り締まりは、時には性労働者の女性の命までも
奪っている22。性売買の不法化政策の下で性売買に従事する女性たちは、
あらゆる犯罪行為に巻き込まれる可能性が高く、つねに脆弱な立場に立っ
ている。このような状況を踏まえた上で考えると、性労働者の人権問題を
優先する国際アムネスティの提言の有効性は無視できないのではないだろ
うか。たしかに、性売買の「非犯罪化」に批判的であるにせよ、支持する
立場23に立つにせよ、真剣に議論すべきときではある。

22	 2014年11月に韓国地方都市であるトンヨン市で警察による性売買のおとり捜査によっ
て性売買の女性がビルの６階から転落し死亡する事件が発生した（オマイニュース	
2014年11月27日付）。

23	韓国では2009年から性労働者運動を支援し運動を展開している「性労働者権利会G・	
G」によって「性労働」の「非犯罪化」が主張されてきた。しかし、性売買反対運動
をする女性団体によってつねに批判の対象となっている。この立場に立っている主な
研究者は少ないながらも「性労働」を理論化した『性理論』の著者であるコチョン・
カッピ氏と「20代30代の売春女性のライフヒストリ」を研究したオキム・スクイ氏な
どが挙げられる。
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おわりに

　性労働者のＫ氏が起こした「違憲提請」の裁判は、性売買女性たちの人
権保護を目的に制定した法政策が、逆に性売買に従事する女性たちの人権
を侵害しているという点を明らかにした。すなわち、性売買は女性に対す
る人権侵害なのか、それとも、合意された成人間における性売買行為は個
人の自由な権利の行使なのかという、女性の人権をめぐる対立した論点を
公の場において浮かび上がらせたのである。しかし、性売買をめぐる公開
弁論会での議論は上述した論点に焦点を当てたというより、結局、性売買
の問題に関する法政策を前提にした「根絶」か「合法」かという二項対立
的な議論に集中してしまった。
　また、今回の裁判によって、現在の韓国における性売買をめぐる関連政
策の限界と性売買をめぐる画一的な認識が再確認された。つまり、そこに
は性売買はつねに国家によって管理又は規制されるものであるという認識
が前提にある。このことを明るみに出したＫ氏が起こした裁判は大変意義
のあるものである。また、性労働当事者である女性が異議を呈したという
点は、性売買をめぐる政策の再検討を要求するものである。今後、この問
題が再検討される中では、議論の冒頭から性労働の「非犯罪化」を排除す
ることなくあらゆる論点から議論がなされるべきであると考える。性労働
の「非犯罪化」のさらに詳細な検討については今後の課題として取り組ん
でいきたい。
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